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当研究会では当誌2009年８月号に「ＩＩＡ国

際基準と『金融検査マニュアル』の比較研究」、

2009年10月号に「ＩＩＡ国際基準と『保険検査

マニュアル』の比較研究」、2010年５月号に「Ｉ

ＩＡ国際基準と『金融商品取引業者等検査マニ

ュアル』の比較研究」、2010年12月号に「ＩＩ

Ａ国際基準（2009年１月版）と『金融検査マニ

ュアル』」の比較研究と題して研究報告書を発

表している。今回はこの比較対象を『金融コン

グロマリット監督指針』とした第５弾となる。

今までは、業態ごとの『検査マニュアル』を

対象にしており、継続性の観点からすると、

『金融持株会社に係る検査マニュアル』とする

案もあった。しかしながら、この中は、銀行持

株会社、保険持株会社、証券持株会社の各チェ

ックリストから構成されており、前二者は類似

しているが、証券持株会社チェックリストが細

分化されていることもあり、一括して検査マニ

ュアルとＩＩＡ国際基準と比較することは難し

いものと思われた。

『金融コングロマリット監督指針』は監督上

の着眼点を網羅的に記載しており、極めて有用

である。金融コングロマリットは金融庁組織規

則にて定義され、具体的には、金融持株会社グ

ループ、事実上の持株会社グループ、金融機関

親会社グループ、外国持株会社等グループの４

つに分類されている。このため、今回は『金融

持株会社に係る検査マニュアル』ではなく、

『金融コングロマリット監督指針』（平成21年６

月）を使用して、ＩＩＡ国際基準（2009年１月

版を使用）と比較することとした。

『金融コングロマリット監督指針』の監督目

的Ⅰ－２（1）を見ると、この監督指針作成の経

緯及び役割がわかる。

まず、冒頭「我が国では、銀行は銀行業、保

険会社は保険業、証券会社は証券業にそれぞれ

従事するという専業主義がとられてきたが、平

成５年の金融制度改革による業態別子会社での

相互参入の解禁や、平成10年の金融持株会社の
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解禁、金融システム改革法による子会社規定の

整備等を通じ、現在の我が国金融においては、

コングロマリット化の進展等新たな展開を示し

ている状況にある」と経緯が示されている。

中段では、グループ化に伴うリスクとして、

「金融におけるコングロマリット化は、一方で

金融機関の経営体質の強化やサービスの向上に

寄与する可能性があるが、他方で、グループ化

に伴う新たなリスクが顕在化するおそれもあ

る。例えば、金融コングロマリットのリスクと

して、組織の複雑化による経営の非効率化、利

益相反行為の発生、抱き合せ販売行為の誘因の

増大、グループ内のリスクの伝播、リスクの集

中等が指摘されているところである」とあり、

コングロマリットを監査すべきポイントが述べ

られている。

最後では、「上記のような金融コングロマリ

ットに伴うリスクに的確に対応し得るよう、本

監督指針に掲げる留意点等に基づき、グループ

全体の経営管理態勢やグループとしての財務の

健全性、業務の適切性について、当局として十

分な実態把握を行うとともに、必要に応じ適時

適切に監督上の措置を講じていくことが重要で

ある」と結び、本監督指針の役割を締め括って

いる。

作業工程は、Ⅱ金融コングロマリット監督上

の評価項目（着眼点）を構成する、「経営管理」、

「財務の健全性」、「業務の適切性」の中から、

内部監査を実施する視点から重要と考えられる

事項を選定した。主な重点項目は、「経営管理」

では（1）代表取締役、取締役及び取締役会、（3）

内部監査部門、（4）グループ内の金融機関の内部

管理の兼職態勢、「財務の健全性」では、リス

ク管理態勢、「業務の適切性」では、コンプラ

イアンス（法令等遵守）態勢、事務リスク管理

態勢、システムリスク管理態勢、危機管理体制

である。この後、ＩＩＡ国際基準（実践要綱）

との関連づけを行った。

関連づけに際しては、実践要綱と監督指針の

内容を見比べながら共通するキーワードに着目

し、また、今までの研究報告書と、なるべく整

合性が保たれるように留意している。

なお、監督指針の中には『金融検査マニュア

ル』に記載されているような、監査役と内部監

査部門との連携に関する事項は見当たらない。

このためもあってか、例えばＩＩＡ国際基準

2400（結果の伝達）に関係する箇所において、

内部監査部門の伝達先としては、代表取締役と

取締役会のみとなっている。しかしながら、監

督指針のⅡ金融コングロマリット監督上の評価

項目（着眼点）Ⅱ－１（2）において、監査役監査

の重要性は明記されていることを付記しておく。

本研究報告を構成する、ＩＩＡ国際基準と

「金融コングロマリット監督指針」の関係解釈

指針Ver4.8（（社）日本内部監査協会ホームページ

http://www.iiajapan.com/system/CIAFORUM.

htmに掲載されているのでご参照いただきたい）

は、チェックリストとして活用できることを念

頭に置いて作成したものである。内部監査の品

質向上に少しでも寄与し、内部監査に従事する

方々にとってお役に立てれば幸いである。なお、

本チェックリストをご利用される場合は、（社）日

本内部監査協会事務局まで、ご一報いただくよ

うお願いする。
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